提案型助成事業（テーマ指定助成）実施要領
第１　目的

この要領は、公益財団法人静岡県国際交流協会（以下「協会」という。）が非営利活動を行う法人等に対し、子どものための日本語学習支援基金事業実施要綱（以下「要綱」という。）に基づき、提案型助成事業（テーマ指定助成）を実施するために必要な事項を定める。

第２　助成対象事業

助成の対象となる事業は、次の目的に沿う事業で、かつ、基金に寄付を受ける際に使途に関する希望があった次のテーマに関する事業とする。
	目　　的

	· 異文化を体現した外国につながる子どもが地域で共生し、将来地域又は世界で活躍できるグローバル人材として育つことを目指し、静岡県内で外国につながる子どもの日本語習得や地域での居場所づくり等に取り組む事業を、協会に造成した子どものための日本語学習支援基金により、財源的に支援する。

· 必要な地域資源の循環を推進し、社会を構成する多様な主体の参画を通じ、地域社会全体で外国につながる子どもを支援する仕組みづくりに寄与する。


	テーマ
	事業例

	(1) 日本語学習支援
	日本語学習指導に係る人材育成、学習教材・教具の作成　など

	(2)キャリア教育支援
	職場体験学習（インターンシップ）、進学相談会の開催　など

	(3)地域住民との交流
	スピーチコンテスト、スポーツ交流活動　など

	(4)子どもの居場所づくり
	放課後学習支援教室、児童生徒のこころのケア・サポート事業　など


ただし、次のいずれかに該当するものについては対象としない。

（１）営利を目的とする事業

（２）特定の政党又は政治団体の利益につながる事業

（３）特定の宗教を布教又は支持する事業

（４）暴力団及び暴力団の構成員等の統制下にある団体が行う事業
（５）従来から実施している事業の継続（財源の振替）

第３　助成対象とする団体


助成の対象は、原則として非営利活動を行う法人(NPO法人、一般財団法人・社団法人、外国人学校、大学等)及び外国につながる子どもの支援に取り組む任意団体とする。

· 静岡県内における活動であれば、団体の所在地については問わない。
第４　助成の対象及び助成率（額）

助成の対象及び助成率は、助成事業を実施するために直接必要な経費（運営費に類する経費は対象外）であり、原則として１事業につき事業費の８割以内を助成するものとする。ただし、一の事業に対する助成は１回限りとする。

第５　交付の申請

提出書類各１部

（１）交付申請書（様式第２号）

（２）事業計画書・収支予算書（様式第１号）

第６　事業採択の通知

　協会は交付の申請を受け、「子どものための日本語学習支援基金運営委員会設置要綱」により協会内に設置した委員会（以下「委員会」という。）の審査意見を聞き、協会会長が採否を決定し、交付決定通知書（様式第３号）により申請者あて通知する。

第７　変更の承認申請

助成申請額の20 パーセント以上の変更がある場合は、変更の承認申請をする必要があり、つぎの変更に関する書類を速やかに提出する。
（１）変更承認申請書（様式第７号）

（２）変更事業計画書（様式第１号）

（３）変更収支予算書（様式第５号）

何らかの事情で事業遂行が困難になった場合は、速やかに変更届出を提出すると同時に返金の手続きを行なう。
第８　実績報告

事業完了の日から起算して30日を経過した日か事業採択を受けた年度の３月31日のいずれか早い日までに次の書類各１部を提出する。

（１）実績報告書（様式第８号）

（２）事業実績書（様式第４号）

（３）収支決算書（様式第５号）

事業の進捗確認については、助成事業事務局が随時行なう。事務局の要請について、実施団体は対応する。
第９　請求の手続

交付申請書（様式第２号）を、交付確定通知書（様式第９号）を受領した日から起算して14日を経過した日までに提出する。
第10　概算払いの請求手続

助成金は概算払いする。ただし、一定金額を超える助成金については、その一部を概算払いとする。

提出書類各１部

ア概算払請求書(様式第２号)

イ資金状況調べ(様式第６号)
附則

この要綱は、平成29年11月30日から適用する。
